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Ⅰ 国勢調査の概要 

 

 

１．国勢調査とは… 

国勢調査は統計法に基づき，日本国内の人口，世帯，就業者からみた産業構造などの状況を地

域別に明らかにする統計を得るために行われる，最も基本的な統計調査です。大正 9 年に第 1 回

国勢調査が行われて以来，5 年ごとに行われており，平成 27 年国勢調査はその 20 回目に当たり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国勢調査の活用事例▷▷▷▷ 

国勢調査から得られる各種統計は，国や地方公共団体の各種行政施策はもとより，企業，

団体その他幅広い分野で利用されています。 

 

◇選挙区の改定  ◇地方自治法で用いる人口 

◇地方交付税の交付額の算定 ◇過疎地域の認定 

◇政党交付金の算出 

 

 

◇子育て支援のための施策  ◇高齢者福祉対策 

◇都市交通計画  ◇防災計画  ◇災害復興計画 

◇雇用対策 

 

 

◇将来人口・世帯数の推計  ◇生命表の作成 

◇電力需要などの各種需要把握 

◇商品開発やサービスの需要予測 

 

第 5 条 総務大臣は，本邦に居住している者として政令で定める者について，人及び世帯に関する

全数調査を行い，これに基づく統計（以下この条において「国勢統計」という。）を作成しなけれ

ばならない。 

2 総務大臣は，前項に規定する全数調査（以下「国勢調査」という。）を 10 年ごとに行い，国勢統

計を作成しなければならない。ただし，当該国勢調査を行った年から 5 年目に当たる年には簡易

な方法による国勢調査を行い，国勢統計を作成するものとする。 

3 総務大臣は，前項に定めるもののほか，必要があると認めるときは，臨時の国勢調査を行い，国

勢統計を作成することができる。 

統計法<抜粋> 

各種法令に基づく利用 

行政上の施策への利用 

学術研究・企業等での利用 
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２．平成 27 年国勢調査のポイント 

① オンライン調査の実施 

  平成 22 年調査において東京都限定で試行的に実施したオンライン調査について，平成 27

年調査において全国で実施します。 

  オンライン回答の利用を促進するため，調査票の配布・回収に先行してオンライン回答を

受け付けます。 

  パソコンやスマートフォン，タブレット端末から回答することができます。 

  回答時間が短縮され，調査票提出の手間も省けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 任意封入提出方式の導入 

  調査票を封筒に封入するか又は開封のまま提出するかは，回答される方が選択できます。 

  封入された調査票を調査員が確認することはありません。 

  封入せずに提出された場合は，高齢者世帯等に対する調査員の記入支援が可能となります。 

③ コールセンターの充実・強化 

  これまでどおり世帯からの照会に加え，調査員からの照会にも対応できるようになります。 

  オンライン調査に係る技術的な照会に対応するため，オンライン調査テクニカルサポート

を設置します。 

④ 東日本大震災の影響の把握 

  東日本大震災の影響を居住期間や移動状況の観点から把握する調査項目を追加します。 

  調査の結果は，大規模災害発生時における被害状況の把握・影響の推計や，その後の復興

計画の策定や復興状況を評価する際のデータとしての利用が期待されます。 

 

３．平成 27 年国勢調査の調査系統 

国勢調査は，総務省統計局－宮城県－仙台市・区－国勢調査指導員－国勢調査員－各世帯とい

う流れで行われます。 

 

 

 

 

 

仙台市では平成 27 年 4 月 14 日に『平成 27 年国勢調査仙台市実施本部』を設置し，約 50 万世

仙台

市・区 
宮城県 総務省 

指導員 調査員 世帯 
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帯，約 107 万人を対象に調査に当たります。 

なお，指導員と調査員は市長の推薦に基づき，総務大臣が任命する非常勤の国家公務員です。

今回の調査では，仙台市で約 6,000 人の指導員，調査員が従事することとなっています。 

 

４．調査の時期及び対象 

  調査の基準時 

平成 27 年 10 月 1 日午前零時現在で実施します。 

  調査の対象 

平成 27 年 10 月 1 日現在，日本国内にふだん住んでいるすべての人 

（外国人を含む）及び世帯を対象とします。 

  調査の期間 

・オンライン調査回答用 ID の配布 平成 27 年 9 月 10 日 ～ 9 月 12 日 

・オンライン回答期間 平成 27 年 9 月 10 日 ～ 9 月 20 日 

・調査票（紙）の配布期間 平成 27 年 9 月 26 日 ～ 9 月 30 日 

・調査票（紙）の回収期間 平成 27 年 10 月 1 日 ～ 10 月 7 日 

 

５．調査事項 

今回の国勢調査は，西暦の末尾 0 の年に行われる『大規模調査』ではなく，末尾が 5 年の年に

行われる『簡易調査』です。『大規模調査』と『簡易調査』の違いは，調査票中の調査項目数の違

いであり，2010 年（平成 22 年）は，氏名など 20 項目について調査が行われましたが，今回の

調査では次の 17 項目について調査が行われます。 

なお，東日本大震災が与えた影響を把握するため，従来大規模調査年のみで把握していた居住

の移動状況に係る調査事項（2 項目：「現在の住居における居住期間」及び「5 年前の住居の所在

地」）については，平成 27 年調査に盛り込むこととされ，その一方，記入者の負担軽減，また，

円滑な調査の実施を優先する観点から，「住宅の床面積」の項目を廃止し，また，「住宅の建て方」

については，調査員による記入項目に変更されています。 

 

【世帯員に関する事項：13 項目】 

① 氏名               ⑧5 年前の住居の所在地 

② 男女の別             ⑨就業状態 

③ 出生の年月            ⑩所属の事業所の名称及び事業の内容（産業） 

④ 世帯主との続柄          ⑪仕事の種類（職業） 

⑤ 配偶の関係            ⑫従業上の地位 

⑥ 国籍               ⑬従業地又は通学地 

⑦ 現在の住居における居住期間 

 

【世帯に関する事項：4 項目】 

①世帯の種類             ③住居の種類 

②世帯員の数             ④住宅の建て方 
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６．結果の集計 

集計は独立行政法人統計センター及び総務省により，次に示す区分で行われます（P.6「国勢調

査の集計体系及び結果の公表・提供等一覧」参照）。 

  速報集計 ～人口・世帯数や主要な結果の早期提供～ 

  人口速報集計 

男女別人口及び世帯数を早期に集計するものです。最新の日本の人口と世帯数を把握す

ることができます。 

  抽出速報集計 

男女別の人口，世帯構成別の世帯数，住居の状況，産業・職業別の就業者数など主要な

結果を早期に集計するものです。日本の人口と世帯の全体像を把握することができます。 

  基本集計 ～市区町村単位の基本的な結果の提供～ 

  人口等基本集計 

人口，世帯，住居に関する結果及び外国人，高齢者世帯等について集計するものです。

地域の人口，世帯構成や住まい方，高齢化の状況などを把握することができます。 

  就業状態等基本集計 

人口の労働力状態，夫婦，子供のいる世帯等の産業・職業大分類別構成などについて集

計するものです。地域の産業や雇用の状況，職業別の就業者数や，就業者の産業と職業の

関係などを把握することができます。 

  世帯構造等基本集計 

母子・父子世帯，親子の同居等の世帯の状況について集計するものです。 

  抽出詳細集計 ～産業・職業について詳細な結果の提供～ 

就業者数を，産業と職業の別に小分類まで分けて詳しく集計するものです。地域の産業

や雇用の実態を詳しく把握することができます。 

  従業地・通学地集計 ～人口の流出入，昼間人口等の提供～ 

従業地・通学地による人口の構成や就業者の産業・職業について集計するものです。昼

間人口や就業者がどの市区町村に勤めているかなどを把握することができます。 

  人口移動集計 ～住居移動などの人口の動向についての提供～ 

人口の転出入状況や移動人口の労働力状態，産業・職業について集計するものです。都

市部への人口流入や過疎地域の人口流出などの実態を把握することができます。 

  小地域集計 ～市区町村より小さい地域の統計の提供～ 

市区町村よりも小さい単位である町丁・字等の別に人口や世帯数を集計するものです。 

 

７．結果の公表 

「６．結果の集計」により完成した結果表は，それぞれ順次，総務省統計局より発表されます。 

平成 28 年 2 月に『人口速報集計』を，その後，年齢別人口，世帯の状況などの詳しい調査結

果を，平成 28 年 10 月までに，インターネットを利用した方法等により公表される予定です（P.6

「国勢調査の集計体系及び結果の公表・提供等一覧」参照）。 

なお，仙台市では速報集計結果を平成 28 年 1 月に，以後，総務省の公表に沿って順次，ホー

ムページ，刊行物等で公表の予定です。 



集計内容

産
業
分
類

職
業
分
類

集計
対象

表章地域
全国結果の
公表予定

結果の公表
及び

提供の方法

人口速報集計
（要計表による人口
集計）

男女別人口及び世帯数の早期提供 － － 全数
全国，
都道府県，
市区町村

平成28年2月

インターネットを利用
する方法等によって公
表。
人口は公表日に官報を
公示。

抽出速報集計
全調査事項に係る主要な結果の早期
提供

小
分
類

小
分
類

約
1/100

全国，
都道府県，
人口20万人以上の市

平成28年6月

インターネットを利用
する方法等によって公
表。おって，報告書を
刊行。

人口等基本集計
人口，世帯，住居に関する結果及び
外国人，高齢者世帯等に関する結果

－ － 平成28年10月

全都道府県一括でイン
ターネットを利用する
方法等によって公表。
おって，報告書を刊
行。
人口等基本集計の人口
及び世帯数（確定人
口・世帯数）は公表後
に官報に公示。

就業状態等基本集計
人口の労働力状態，夫婦，子供のい
る世帯等の産業・職業大分類別構成
に関する結果

大
分
類

大
分
類

平成29年4月

世帯構造等基本集計
母子・父子世帯，親子の同居等の世
帯の状況に関する結果

大
分
類

大
分
類

平成29年9月

就業者の産業・職業小分類別構成等
に関する詳細な結果

小
分
類

小
分
類

抽出
全国，
都道府県，
市区町村

平成29年12月

集計が完了した都道府
県から順次，インター
ネット等を利用する方
法等によって公表。
おって，報告書を刊
行。

従業地・通学地によ
る人口・就業状態等
集計

従業地・通学地による人口の基本的
構成及び就業者の産業・職業大分類
別構成に関する結果

大
分
類

大
分
類

全数
全国，
都道府県，
市区町村

平成29年6月

従業地・通学地によ
る抽出詳細集計

従業地による就業者の産業・職業中
分類別構成に関する詳細な結果

中
分
類

中
分
類

抽出
全国，
都道府県，
人口10万人以上の市

平成29年12月

移動人口の男女・年
齢等集計

人口の転出入状況に関する結果 － －
全国，
都道府県，
市区町村

平成29年1月

移動人口の就業状態
等集計

移動人口の労働力状態，産業・職業
大分類別構成に関する結果

大
分
類

大
分
類

全国，
都道府県，
市区町村

平成29年7月

人口等基本集計に関
する集計

人口，世帯，住居に関する基本的な
事項の結果

－ －

就業状態等基本集計
に関する集計

人口の労働力状態及び就業者の産
業・職業大分類別構成に関する基本
的な事項の結果

大
分
類

大
分
類

世帯構造等基本集計
に関する集計

世帯の状況に関する基本的な事項の
結果

－ －

従業地，通学地によ
る人口・就業状態等
集計に関する集計

常住地による従業地・通学地に関す
る基本的な事項の結果

－ －

移動人口の男女・年
齢等集計年齢等集計
に関する集計

5年前の常住地に関する基本的な事
項の結果

－ －

1)「産業分類」及び「職業分類」欄は，該当する分類を用いた集計結果があることを示す。

2)「表章地域」欄は，該当集計区分で集計する地域を表しているが，必ずしも全ての統計表がその地域まで集計されるわけではない。

平成27年国勢調査の集計体系及び結果の公表・提供等一覧

集計区分

基

本

集

計

全数
全国，
都道府県，
市区町村

集計が完了した都道府
県から順次，インター
ネットを利用する方法
等によって公表。おっ
て，報告書を刊行。

小

地

域

集

計

集計が完了した後，イ
ンターネットを利用す
る方法等によって公
表。

該当する基本集計等
の公表後に集計し，
地理データ等を活用
して秘匿処理を施し
た上で，速やかに公
表。

町丁，字等，
基本単位区，
地域メッシュ

全数

速

報

集

計

全数

抽出詳細集計

従
業
地
・
通
学
地
集
計

集計が完了した後，イ
ンターネットを利用す
る方法によって公表。
おって，報告書を刊
行。

人
口
移
動
集
計

同上
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大正９年 大正１４年 昭和５年 昭和１０年 昭和１５年

（第１回） （簡易調査） （大規模調査） （簡易調査） （大規模調査）

ト
ピ
ッ

ク
ス

我が国における近代的統計
調査の幕開けともいうべき
ものです。近代統計調査を
国民に初めて浸透させ，他
の統計調査への波及効果を
もたらしたという点で，こ
の第1回国勢調査は大きな
意義を持っています。

国勢調査で唯一の
地方での集計，す
なわち，地方分査
で集計を行った調
査です。
そのため，個々の
属性による分類・
区分が容易にでき
るように単記式個
票（一人一人を1枚
の調査票に記入す
る方式）を採用し
ました。

産業と職業の概念が初め
て区分され，また，従業
の場所が調査され，従業
地による人口，いわゆる
昼間人口が集計されてい
ます。
居住水準をみるために住
居の室数及び失業問題に
対処するため失業も加え
られていて，当時の行政
上，経済上の要求がよく
表れています。

調査事項に常住地を加
え，一時現在者を常住地
に組み替えた集計を行
い，現在地主義の調査で
ありながら，行政サービ
ス上欠かせない常住地別
データを提供していま
す。
集計も，一時現在者を常
住地ベースに組み替えて
集計する必要があるこ
と，調査結果の精度向
上，地方負担の軽減など
のため，10名連記の世帯
票による中央集査としま
した。

戦時下での調査となりましたが，特
別に熟練を要する職種，養成が容易
でない職種など，国が指定する約120
種の技能について，現在従事してい
る者，潜在能力のある者を調査する
など，内容としては豊富なものでし
た。
この調査では，集計の迅速性，調査
結果の正確性の確保のため，指定技
能表（約120種）のほか，職名表（約
430種）の一覧表を各世帯へ配布し，
該当する職種の符号と職名を世帯で
記入するという方法が採用されまし
た。

氏名 氏名 氏名 氏名 氏名

世帯における地位 　　　　― 世帯における地位 ― 世帯における地位

男女の別 男女の別 男女の別 男女の別 男女の別

出生の年月日 出生の年月 出生の年月日 出生の年月日 出生の年月日

配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係

民籍又は国籍 　　　　― 民籍又は国籍 ― 民籍又は出生地

― 　　　　― ― ― ―

出生地 　　　　― 出生地 常住地 出生地

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

指定技能

― ― ― ― 　指定の職業

　　現　職

― ― ― ― 　　　職　名

― ― ― ― 　　　従業期間

　　前　職

― ― ― ― 　　　職　名

― ― ― ― 　　　従業期間

― 　　　　― ― ― 　指定の学歴

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

職業及び職業上の地位 　　　　― 職業 ― 事業主なりや否やの別

　本業及び本業上の地位 　　　　― 　本業 ― 家族従業者なりや否やの別

― 　　　　― 　　職業 ― 事業所（勤務先を含む）名

― 　　　　― 　　所属の産業 ― 事業所の事業種目

― 　　　　― 　　失業 ― ―

― 　　　　― 　　従業の場所 ― ―

　副業及び副業上の地位 　　　　― 　副業 ― ―

― 　　　　― 　　職業 ― ―

― 　　　　― ― ― 自己の勤務する部門の事業種目

― ― ― ― 職名

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― ― ― ― 昭和１２年７月１日の

― 　　　　― ― ― 　事業所（勤務先を含む）名

― 　　　　― ― ― 　事業所の事業種目

― 　　　　― ― ― 　自己の勤務する部門の事業種目

― 　職名

― 　　　　― ― ― 兵役の関係

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― 本籍地

― ― ― ― ―

準世帯の種類及び名称 世帯の種類 準世帯の種類及び名称 準世帯の種類及び名称 準世帯の種類及び名称

― ― ― ― ―

世帯人員 　　　　― 世帯人員 世帯人員 世帯人員

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― 住居の室数 ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

― 　　　　― ― ― ―

調
　
　
査
　
　
事
　
　
項

調査年

◆ 調査事項の変遷から見る国勢調査のあゆみ（その1）
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調査年
昭和２２年 昭和２５年 昭和３０年 昭和３５年 昭和４０年

（臨時調査） （大規模調査） （簡易調査） （大規模調査） （簡易調査）

引揚者か否かの別，失業
者について失業前の産
業・職業・従業上の地位
などが加わりました。
また，調査日前1週間にし
た仕事を調べる「労働力
方式」を初めて採用した
のもこの調査からです。

戦後のベビーブームを受け
て，結婚年数，子供の数な
どの出産力に関する事項，
教育制度の再編期であるこ
とから在学か否かの別と在
学年数，戦後の住宅難の把
握のために住居の所有の関
係，居住室の畳数などが調
査されました。
また，配給制度その他の行
政施策への結果の利用上の
面を考慮し，ふだん住んで
いる場所で調査する常住地
主義に切り替えられまし
た。

昭和27年（1952年）のサン
フランシスコ講和条約批
准・発効後初めての国勢調
査で，返還された奄美群島
が鹿児島県に加わりまし
た。

工業化の進行に伴い激化し
た人口移動を解明するため
の1年前の常住地，通勤・
通学人口や昼間人口を把握
するための従業地・通学地
に関する事項，収入源の多
様化に伴い家計の収入の種
類などが加わりました。
また，日本で初めての大型
事務用コンピュータの導入
により，詳細な集計結果の
充実が図られました。

調査票からマークカードに
調査員がマークを転記し，
このマークを光学式マーク
読取装置で読み取る方式を
採用したことにより，集計
期間が画期的に短縮されま
した。
また，地域人口分布の不均
衡を解明するため，各調査
員の担当する調査区ごとの
集計が行われ，小地域統計
のはしりとなりました。

氏名 氏名 氏名 氏名 氏名

― 世帯主との続柄 世帯主との続柄 世帯主との続柄 世帯主との続柄

男女の別 男女の別 男女の別 男女の別 男女の別

出生の年月日と数え年 出生の年月日 出生の年月日 出生の年月日 出生の年月

配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係

国籍又は出身地 国籍又は出身地 国籍 国籍 国籍

― 一時現在者 ― ― ―

― 出生地 ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― １年前の常住地 ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― 在学か否かの別と在学年数 ― 教育 ―

― 初婚か否かの別 ― ― ―

― 結婚年数 ― 結婚年数 ―

― 出生児数 ― 出生児数 ―

就業状態 就業状態 就業状態 就業状態 就業状態

就業日数 就業時間 ― 就業時間 ―

従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位

所属の産業 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び

― 事業の種類 事業の種類 事業の種類 事業の種類

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

職業 仕事の種類 仕事の種類 仕事の種類 仕事の種類

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

追加就業希望とその理由 ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― 事業所の所在地 従業地又は通学地 従業地又は通学地

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

失業者について ― ― ― ―

　就業の経験の有無 ― ― ― ―

　失業前の従業上の地位 ― ― ― ―

　失業前の所属の産業 ― ― ― ―

　失業前の職業 ― ― ― ―

引揚者か否かの別 引揚者か否かの別 ― ― ―

身体障害の状況 　　　　― ― ― ―

― 調査時に在不在の別 ― ― ―

― 不在の理由 ― ― ―

― 世帯の種別 世帯の種別 世帯の種別 世帯の種別

― ― ― 準世帯の種類 ―

― 世帯人員 世帯人員 世帯人員 世帯人員

― ― ― 家計の収入の種類 ―

― 住居の種別 住居の種別 住居の種別 住居の種類

― 住宅の所有の関係 住宅の所有の関係 住宅の所有の関係 ―

― ― ― ― 居住室数

― 居住室の畳数 居住室の畳数 居住室の畳数 居住室の畳数

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

◆ 調査事項の変遷から見る国勢調査のあゆみ（その2）
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調査年
昭和４５年 昭和５０年 昭和５５年 昭和６０年 平成２年

（大規模調査） （簡易調査） （大規模調査） （簡易調査） （大規模調査）

集計として，人口20万以上
の市について，市内の小地
域の人口等を分析するため
の学校区，行政区などによ
り区画した国勢統計区の集
計のほか，全国を緯度経度
により約1k㎡の地域に区画
して集計する地域メッシュ
統計が誕生し，行政区画に
よらない不変の地理的区画
による時系列比較が可能と
なりました。

昭和47年（1972年）5月沖
縄が返還され，35年ぶりに
沖縄県が国勢調査に参加し
ました。
また，世帯で調査票に直接
マークを記入し，その調査
票をそのまま機械にかけて
読み取らせるマークシート
調査票方式（片面）を採用
し，集計のスピード化が図
られました。

人口・住宅統計の国際比較
という観点から，行政的な
必要性を基本としながら，
世界基準に則した調査事
項，集計事項を決定しまし
た。

男女，年齢別人口などの集
計結果の早期化を図るとと
もに，高齢者，母子世帯，
昼間人口などに関する統計
を充実し，その公表の早期
化を図りました。

近年，大都市周辺地域の人
口増加が続き，通勤・通学
圏が拡大しているため，人
口の地域間移動の実態を明
らかにするとともに，通
勤・通学時間を調査すると
ともに，外国人の増加に合
わせ，
外国人の就業状態について
集計を行いました。
また，小地域統計の時系列
比較を容易にするために，
恒久的な最小の地域単位と
して基本単位区が導入され
ました。

氏名 氏名 氏名 氏名 氏名

世帯主との続柄 世帯主との続柄 世帯主との続柄 世帯主との続柄 世帯主との続柄

男女の別 男女の別 男女の別 男女の別 男女の別

出生の年月 出生の年月 出生の年月 出生の年月 出生の年月

配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係

国籍 国籍 国籍 国籍 国籍

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

現住居への入居時期 ― 現住居への入居時期 ― ―

従前の常住地 ― 従前の常住地 ― ５年前の住居の所在地

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― 教育 ― 教育

― ― ― ― ―

結婚年数 ― ― ― ―

出生児数 ― ― ― ―

就業状態 就業状態 就業状態 就業状態 就業状態

― ― ― ― ―

従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位

所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び

事業の種類 事業の種類 事業の種類 事業の種類 事業の種類

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

仕事の種類 仕事の種類 仕事の種類 仕事の種類 仕事の種類

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

従業地又は通学地 従業地又は通学地 従業地又は通学地 従業地又は通学地 従業地又は通学地

利用交通手段 ― 利用交通手段 ― 利用交通手段

― ― ― ― 通勤時間又は通学時間

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

世帯の種類 世帯の種類 世帯の種類 世帯の種類 世帯の種類

― ― ― ― ―

世帯人員 世帯人員 世帯人員 世帯人員 世帯人員

家計の収入の種類 ― 家計の収入の種類 ― 家計の収入の種類

住居の種類 住居の種類 住居の種類 住居の種類 住居の種類

― ― ― ― ―

居住室数 居住室数 居住室数 居住室数 居住室数

居住室の畳数 居住室の畳数 居住室の畳数 居住室の畳数 ―

― ― ― ― 住宅の床面積

― ― 住宅の建て方 住宅の建て方 住宅の建て方

◆ 調査事項の変遷から見る国勢調査のあゆみ（その3）
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調査年
平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

（簡易調査） （大規模調査） （簡易調査） （大規模調査）

近年の高齢化・少子化等の
進行に伴い，高齢者等の世
帯属性・居住状況を明らか
にするとともに，国際化の
一層の進展を踏まえ，外国
人のいる世帯の世帯構成・
居住状況を明らかにするな
どデータ提供の充実を図り
ました。
また，社会・経済情勢の急
速な変化に伴う産業構造・
職業構造の変化の実態を早
期に明らかにするため，産
業大分類の地方格付を採用
しました。

不在世帯の増加や，国民のプラ
イバシー意識の高揚等，近年に
おける調査環境及び国民意識の
変化を踏まえ，国民の理解と協
力を一層確保するための広報・
協力依頼を拡充するとともに，
調査における個人情報の保護に
万全を期すために「個人情報保
護マニュアル」を作成し，調査
員等への周知・徹底を図りまし
た。

統計局ホームページ及びe-
statを活用し，電子データで
の公表が推進されました。
また，ますます高まる国民の
プライバシー意識を踏まえ，
世帯が任意で調査票を封入し
て提出することができるよう
「調査票提出用封筒」を導入
しました。

個人情報保護意識に配慮し，昼間
不在世帯等の増加に対応すること
を目的に，従来型の調査員による
取集においては全面封入方式と
し，さらに郵送による提出も可能
としました。

氏名 氏名 氏名 氏名

世帯主との続柄 世帯主との続柄 世帯主との続柄 世帯主との続柄

男女の別 男女の別 男女の別 男女の別

出生の年月 出生の年月 出生の年月 出生の年月

配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係 配偶の関係

国籍 国籍 国籍 国籍

― ― ― ―

― ― ― ―

― 現住居での居住期間 ― 現在の住居における居住期間

― ５年前の住居の所在地 ― ５年前の住居の所在地

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― 在学，卒業等教育の状況 ― 教育

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

就業状態 就業状態 就業状態 就業状態

― 就業時間 就業時間 ―

従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位 従業上の地位

所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び 所属の事業所の名称及び

事業の種類 事業の種類 事業の種類 事業の種類

― ― ― ―

― ― ― ―

仕事の種類 仕事の種類 仕事の種類 仕事の種類

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

従業地又は通学地 従業地又は通学地 従業地又は通学地 従業地又は通学地

― 利用交通手段 ― 利用交通手段

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

世帯の種類 世帯の種類 世帯の種類 世帯の種類

― ― ― ―

世帯人員 世帯人員 世帯人員 世帯人員

― 家計の収入の種類 ― ―

住居の種類 住居の種類 住居の種類 住居の種類

― ― ―

居住室数 ― ― ―

― ― ― ―

住宅の床面積 住宅の床面積 住宅の床面積 住宅の床面積

住宅の建て方 住宅の建て方 住宅の建て方 住宅の建て方

◆ 調査事項の変遷から見る国勢調査のあゆみ（その4）
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